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決算取締役会開催日    平成 18年 11月 16日 配当支払開始日    平成 18年 12月   8日
単元株制度採用の有無 　有（１単元　1,000　株）　　　

１. 18年 9月中間期の業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1)経営成績            (注)金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

　　  売   上   高   　 営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期 75,541 5.4 △ 5,232 - △ 3,837 -
17年 9月中間期 71,704 21.1 △ 4,996 - △ 3,906 -
18年 3月期 226,310 256 2,141

百万円 ％ 円　　銭
18年 9月中間期 △ 2,117 - △ 28.65
17年 9月中間期 △ 1,933 - △ 26.16
18年 3月期 1,886 25.19
(注)①期中平均株式数    18年 9月中間期    73,888,260 株   17年 9月中間期    73,892,969 株   18年 3月期    73,892,111 株
       ②会計処理の方法の変更 無
       ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭
18年 9月中間期 207,873 82,590 39.7 1,117.73
17年 9月中間期 194,590 79,593 40.9 1,077.15
18年 3月期 229,117 88,022 38.4 1,190.93
(注)①期末発行済株式数    18年 9月中間期     73,887,646  株    17年 9月中間期    73,892,430 株   18年 3月期     73,889,846  株

       ②期末自己株式数       18年 9月中間期       3,573,510  株    17年 9月中間期      3,568,726 株   18年 3月期       3,571,310  株

２. 19年 3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円
通　　期 245,000 3,200 1,900
(参考)１株当たり予想当期純利益 (通期) 25 円 71 銭 

３. 配当状況
・現金配当

18年 3月期

19年 3月期（実績）

19年 3月期（予想）

(注)18年 9月中間期末配当金の内訳   記念配当　- 円  - 銭   特別配当　1 円 50 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に
 　よって予想数値と異なる場合があります。
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 ７．個 別 中 間 財 務 諸 表 等 

　（１） 中 間 貸 借 対 照 表
(単位：百万円)
前　年

当中間期 前  期 増　減 中間期
平18.9.30 平18.3.31 平17.9.30

流動資産 139,509 156,977 △ 17,467 130,029
現 金 預 金 13,300 18,948 △ 5,648 18,048
受 取 手 形 12,002 11,599 403 9,851
完 成 工 事 未 収 入 金 60,763 94,913 △ 34,150 55,747
有 価 証 券 7,096 － 7,096 －
未 成 工 事 支 出 金 34,967 19,608 15,359 35,154
材 料 貯 蔵 品 335 220 114 234
繰 延 税 金 資 産 4,380 2,320 2,059 3,029
立 替 金 2,598 4,638 △ 2,040 4,036
そ の 他 4,215 4,902 △ 687 4,058
貸 倒 引 当 金 △ 150 △ 175 25 △ 132

固定資産 68,363 72,139 △ 3,776 64,561
 有形固定資産 7,514 7,582 △ 68 7,443
建 物 3,128 3,224 △ 95 3,197
構 築 物 105 114 △ 9 125
機 械 装 置 337 397 △ 60 345
車 両 運 搬 具 33 25 7 31
工 具 器 具 備 品 437 462 △ 25 391
土 地 3,333 3,345 △ 12 3,286
建 設 仮 勘 定 138 12 126 65
 無形固定資産 349 373 △ 24 387
 投資その他の資産 60,500 64,183 △ 3,683 56,729
投 資 有 価 証 券 45,617 51,170 △ 5,553 43,815
子会社株式･子会社出資金 － 762 △ 762 709
関 係 会 社 株 式 845 － 845 －
関 係 会 社 出 資 金 594 － 594 －
長 期 貸 付 金 950 1,010 △ 59 1,084
破 産 債権、更生債権等 273 252 21 293
長 期 前 払 費 用 522 428 93 454
前 払 年 金 費 用 4,046 3,264 781 2,788
長 期 保 証 金 2,992 3,074 △ 81 3,390
投 資 不 動 産 1,396 1,345 51 1,345
そ の 他 3,820 3,465 355 3,645
貸 倒 引 当 金 △ 561 △ 590 29 △ 796

 資  産  合  計 207,873 229,117 △ 21,243 194,590

科　　　　目

（資　　産　　の　　部）

２３



(単位：百万円)
前　年

当中間期 前  期 増　減 中間期
平18.9.30 平18.3.31 平17.9.30

流動負債 99,137 112,938 △ 13,801 90,806
支 払 手 形 5,882 6,669 △ 787 6,385
工 事 未 払 金 60,881 78,385 △ 17,504 50,566
短 期 借 入 金 10,520 11,091 △ 570 10,551
未 払 金 680 1,407 △ 727 737
未 払 法 人 税 等 76 1,625 △ 1,548 79
未 成 工 事 受 入 金 15,366 7,336 8,029 17,574
預 り 金 2,302 2,542 △ 240 1,936
賞 与 引 当 金 1,512 1,605 △ 93 1,599
役 員 賞 与 引 当 金 12 － 12 －
完 成 工 事 補 償 引 当 金 714 624 89 521
受 注 工 事 損 失 引 当 金 1,186 1,649 △ 463 850
そ の 他 2 0 2 3

固定負債 26,145 28,156 △ 2,010 24,191
長 期 借 入 金 1,575 1,948 △ 372 1,724
繰 延 税 金 負 債 8,634 10,250 △ 1,616 6,387
従 業 員 預 り 金 2,539 2,515 24 2,601
退 職 給 付 引 当 金 12,445 12,561 △ 115 12,533
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 507 448 59 387
愛 ・地球 博出 展引 当金 － － － 12
そ の 他 441 432 9 542

 負  債  合  計 125,282 141,094 △ 15,811 114,997

資 　  本  　 金 － 8,105 － 8,105

資 本 剰 余 金 － 4,181 － 4,181
 資　本　準　備　金 － 4,181 － 4,181
 その他資本剰余金 － 0 － 0
自 己 株 式 処 分 差 益 － 0 － 0

利 益 剰 余 金 － 59,994 － 56,728
 利  益  準  備  金 － 2,026 － 2,026
 任  意  積  立  金 － 55,757 － 55,757
特 定 資 産 圧 縮 積 立 金 － 1,547 － 1,547
別 途 積 立 金 － 54,210 － 54,210
 中間(当期)未処分利益 － 2,210 － －
 中間未処理損失 － － － 1,054

その他有価証券評価差額金 － 18,085 － 12,919

自  己  株  式 － △ 2,344 － △ 2,341

 資  本  合  計 － 88,022 － 79,593

 負債及び資本合計 － 229,117 － 194,590

科　　　　目

（資　　本　　の　　部）

（負　　債　　の　　部）
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(単位：百万円)
前　年

当中間期 前  期 増　減 中間期
平18.9.30 平18.3.31 平17.9.30

株  主  資  本 67,238 － － －
資     本     金 8,105 － － －
資 本 剰 余 金 4,181 － － －
　資 本 準 備 金 4,181 － － －
　その他資本剰余金 0 － － －
利 益 剰 余 金 57,297 － － －
　利  益  準  備  金 2,026 － － －
　その他利益剰余金
　　特定資産圧縮積立金 1,830 － － －
　　別   途   積   立   金 54,710 － － －
　　繰 越 利 益 剰 余 金 △ 1,268 － － －
自  己  株  式 △ 2,346 － － －

評価・換算差額等 15,348 － － －
その他有価証券評価差額金 15,348 － － －

新  株  予  約  権 4 － － －

 純 資 産 合 計 82,590 － － －

 負債及び純資産合計 207,873 － － －

科　　　　目
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（２）  中 間 損 益 計 算 書
（単位：百万円）

当  中  間  期 前  年  中  間  期 前　　　  　期
自 平18. 4. 1 自 平17. 4. 1 増        減 増減率 自 平17. 4. 1
至 平18. 9.30 至 平17. 9.30 至 平18. 3.31
金    額 比  率 金    額 比  率 金    額 比  率 金    額 比  率

％ ％ ％ ％ ％
完 成 工 事 高 75,541 100.0 71,704 100.0 3,837 － 5.4 226,310 100.0

完 成 工 事 原 価 74,137 98.1 69,541 97.0 4,595 1.2 6.6 212,508 93.9
 

完 成 工 事 総 利 益 1,404 1.9 2,162 3.0 △ 758 △ 1.2 △ 35.1 13,802 6.1

販売費及び一般管理費 6,636 8.8 7,159 10.0 △ 522 △ 1.2 △ 7.3 13,545 6.0

営  業  利  益 － － － － － － － 256 0.1
営  業  損  失 5,232 △ 6.9 4,996 △ 7.0 235 0.0 4.7 － －

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金 898 615 282 855
投資不動産賃貸料 699 714 △ 15 1,409
そ の 他 145 165 △ 20 292

              計 1,743 2.3 1,496 2.1 246 0.2 16.5 2,557 1.1

営 業 外 費 用
支 払 利 息 96 103 △ 6 194
そ の 他 251 302 △ 50 477
　　　　　計               計 348 0.5 405 0.5 △ 57 △ 0.1 △ 14.1 672 0.3

経  常  利  益 － － － － － － － 2,141 0.9
経  常  損　失 3,837 △ 5.1 3,906 △ 5.4 △ 68 0.4 △ 1.8 － －

特  別  利  益
固 定 資 産 売 却 益 － 891 △ 891 907
投資有価証券売却益 206 60 145 792

              計 206 0.3 951 1.3 △ 745 △ 1.1 △ 78.3 1,699 0.8

特  別  損  失
固 定 資 産 除 却 損 － 24 △ 24 51
減 損 損 失 － 90 △ 90 90
投資有価証券評価損 203 181 21 299
本 社 移 転 関 係 費 － － － 150

              計 203 0.3 296 0.4 △ 93 △ 0.1 △ 31.5 590 0.3

税引前当期純利益 － － － － － － － 3,250 1.4
税引前中間純損失 3,834 △ 5.1 3,250 △ 4.5 583 △ 0.5 18.0 － －

法人税、住民税及び事業税 80 46 33 1,702
法 人 税 還 付 税 額 等 － △ 147 147 △ 147
法 人 税 等 調 整 額 △ 1,797 △ 1,216 △ 580 △ 190

              計 △ 1,717 △ 2.3 △ 1,317 △ 1.8 △ 399 △ 0.4 － 1,364 0.6

当期純利益 － － － － － － － 1,886 0.8
中間純損失 2,117 △ 2.8 1,933 △ 2.7 184 △ 0.1 9.5 － －
前期 繰越 利益 － 878 878
中 間 配 当 額 － － 554

当期未処分利益 － － 2,210
中間未処理損失 － 1,054 －

科　　　 　目
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（３）中間株主資本等変動計算書

    当中間期（自 平成１８年４月１日　至 平成１８年９月３０日）

特定資産
圧縮積立金 別途積立金

繰越利益
剰余金

平成１８年３月３１日
残高　　　　　　　（百万円） 8,105 4,181 0 4,181 2,026 1,547 54,210 2,210 59,994 △ 2,344 69,936

中間会計期間中の
変動額
特定資産圧縮積立金
積立額　（注） 349 △ 349 － －

別途積立金
積立額　（注） 500 △ 500 － －

特定資産圧縮積立金
取崩額　（注） △ 66 66 － －

剰余金の配当　（注） △ 554 △ 554 △ 554

役員賞与　（注） △ 25 △ 25 △ 25

中間純損失 △ 2,117 △ 2,117 △ 2,117

自己株式の取得 △ 1 △ 1

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の
変動額（純額）
中間会計期間中の
変動額合計　　　（百万円） 283 500 △ 3,479 △ 2,696 △ 1 △ 2,698

平成１８年９月３０日
残高　　　　　　 　（百万円） 8,105 4,181 0 4,181 2,026 1,830 54,710 △ 1,268 57,297 △ 2,346 67,238

評価・換算
差 額 等

平成１８年３月３１日
残高　　　　　　　（百万円） 18,085 － 88,022

中間会計期間中の
変動額
特定資産圧縮積立金
積立額　（注） －

別途積立金
積立額　（注） －

特定資産圧縮積立金
取崩額　（注） －

剰余金の配当　（注） △ 554

役員賞与　（注） △ 25

中間純損失 △ 2,117

自己株式の取得 △ 1

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の
変動額（純額）

△ 2,737 4 △ 2,733

中間会計期間中の
変動額合計　　　（百万円） △ 2,737 4 △ 5,432

平成１８年９月３０日
残高　　　　　　 　（百万円） 15,348 4 82,590

（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

株　主　資　本

自己株式 株主資本合計

そ  の  他
有 価 証 券
評価差額金

資本準備金 その他資本剰余金
資本剰余金
合計 利益準備金

資　本　金 利益剰余金
合計

新株予約権 純資産合計

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金
その他利益剰余金
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(4) 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

1. 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券
　　時価のあるもの

　　時価のないもの 移動平均法による原価法

② デリバティブ 時価法

③ たな卸資産

未成工事支出金 個別法による原価法
材料貯蔵品 移動平均法による低価法

2. 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（投資不動産を含む） 定率法

② 無形固定資産 定額法

3. 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

② 賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、当中間期の負担に属する支給見込額を計上しています。

③ 役員賞与引当金

（会計方針の変更）

これにより営業損失、経常損失及び税引前中間純損失は、それぞれ12百万円増加しています。

④ 完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため､当中間期末に至る１年間の完成工事高に対する
将来の見積補償額に基づいて計上しています。

売上債権､貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
います。

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全
部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規
定する方法と同一の基準によっています。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用していま
す。

当中間期より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号　平成17年11月29日）を
適用しています。

役員に支給する賞与に充てるため、当期における支給見込額に基づき、当中間期の負担に属す
る支給見込額を計上しています。
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⑤ 受注工事損失引当金

⑥ 退職給付引当金

⑦ 役員退職慰労引当金

4. リース取引の処理方法

5. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

① 長期請負工事の収益計上処理

　　工事進行基準による完成工事高 11,996 百万円

② 消費税等の会計処理 税抜方式によっています。

（会計処理の変更）

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

ストック・オプション等に関する会計基準

これにより営業損失、経常損失及び税引前中間純損失は、それぞれ4百万円増加しています。

当中間期より、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第8号　平成17年12
月27日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
11号　平成18年5月31日）を適用しています。

受注工事の損失に備えるため、手持受注工事のうち､大幅な損失が発生すると見込まれ､かつ、
当該損失額を合理的に見積もることが可能な工事について、当期の下半期以降の損失見積額を
計上しています。

当中間期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号　平成
17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計
基準適用指針第8号　平成17年12月9日）を適用しています。
これまでの資本の部の合計に相当する金額は82,586百万円であります。
なお、当中間期における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正に伴
い、改正後の中間財務諸表等規則により作成しています。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

完成工事高の一部（工期１年以上、請負金額10億円以上）について工事進行基準を採用してい
ます。

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当中間期末において発生していると認められる額を計上しています。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定
額法により費用処理しています。
数理計算上の差異は、各年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌年度から費用処理することとして
います。

役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく中間期末要支給額を計上してい
ます。
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（ 注　記　事　項 ）

１．中間貸借対照表関係

① 有形固定資産(投資不動産
を含む)の減価償却累計額 9,507 百万円 9,375 百万円 132 百万円 9,627 百万円

② 担保に供されている資産

定期預金 33 百万円 33 百万円 ― 百万円 33 百万円
投資有価証券 9,773 10,274 △501 8,366
投資不動産 86 86 ― 86
合　　計 9,893 10,394 △501 8,486

③ 保証債務(連帯保証分であるため当社負担額を記載しています)
39 百万円 57 百万円 △18 百万円 35 百万円

④ 中間期末日満期手形

中間期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しています。
なお、当中間期の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が中間期末日残高に
含まれています。

732 百万円 ― 百万円 732 百万円 ― 百万円
588 ― 588 ―

２．中間損益計算書関係

完成工事原価及び一般管理費
に含まれる研究開発費 514 百万円 492 百万円 22 百万円 1,045 百万円

３．中間株主資本等変動計算書関係

当中間期（自 平成18年4月1日　至 平成18年9月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）増加数2,200株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

（ リ ー ス 取 引 関 係 ）
ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しています。

（ 有 価 証 券 関 係  ）
当中間期、前年中間期及び前期のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
はありません。

（ 継 続 企 業 の 前 提 ）
該当事項はありません。

前年中間期 増　　減

3,573,5102,200

当中間期
増加株式数（株）

当中間期末
株式数（株）

当中間期
減少株式数（株）

― 

受 取 手 形
支 払 手 形

株式の種類

普通株式

前期末
株式数（株）

3,571,310

当中間期 前　　期 増　　減 前年中間期

前　　期当中間期
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８．部門別受注工事高・完成工事高・繰越工事高
（単位：百万円）

空調衛生事業部 27,955 25 % 38,421 34 % △10,466 △9 % 77,667 35 %

電 気 事 業 部 13,404 12 14,760 13 △1,355 △1 28,303 13

受 ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業部 46,371 41 34,253 31 12,117 10 71,157 32

注 情報通信事業部 1,844 2 2,040 2 △195 △0 3,852 2

工 ﾌｧｼﾘﾃｨｼｽﾃﾑ事業部 2,864 2 2,522 2 341 0 5,545 2

事 建 設 設 備 計 92,440 82 91,998 82 442 △0 186,526 84

高 機械ｼｽﾃﾑ事業部 11,102 10 7,846 7 3,256 3 13,335 6

環境ｼｽﾃﾑ事業部 9,121 8 12,151 11 △3,030 △3 22,602 10

プラント設備 計 20,224 18 19,998 18 225 0 35,937 16

合　　　　　計 112,665 100 111,996 100 668 － 222,463 100

空調衛生事業部 27,993 37 % 28,027 39 % △34 △2 % 81,090 36 %

電 気 事 業 部 10,496 14 8,476 12 2,019 2 26,728 12

完 ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業部 25,466 34 23,713 33 1,752 1 70,366 31

成 情報通信事業部 1,066 1 1,722 2 △655 △1 4,058 2

工 ﾌｧｼﾘﾃｨｼｽﾃﾑ事業部 2,482 3 2,728 4 △245 △1 6,882 3

事 建 設 設 備 計 67,504 89 64,668 90 2,836 △1 189,126 84

高 機械ｼｽﾃﾑ事業部 4,962 7 4,958 7 3 △0 13,350 6

環境ｼｽﾃﾑ事業部 3,074 4 2,077 3 997 1 23,834 10

プラント設備 計 8,036 11 7,035 10 1,001 1 37,184 16

合　　　　　計 75,541 100 71,704 100 3,837 － 226,310 100

空調衛生事業部 79,173 42 % 93,028 47 % △13,854 △5 % 79,211 52 %

電 気 事 業 部 24,115 13 25,916 13 △1,800 △0 21,207 14

繰 ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業部 46,569 25 35,413 18 11,156 7 25,664 17

越 情報通信事業部 1,683 1 1,429 1 253 0 904 1

工 ﾌｧｼﾘﾃｨｼｽﾃﾑ事業部 678 0 1,427 1 △748 △1 296 0

事 建 設 設 備 計 152,220 81 157,214 80 △4,993 1 127,284 84

高 機械ｼｽﾃﾑ事業部 11,161 6 7,924 4 3,237 2 5,020 3

環境ｼｽﾃﾑ事業部 25,198 13 30,458 16 △5,259 △3 19,152 13

プラント設備 計 36,360 19 38,382 20 △2,022 △1 24,172 16

合　　　　　計 188,580 100 195,597 100 △7,016 － 151,457 100

(注)海外受注工事高

 　(総受注工事高比)

    海外完成工事高

   (総完成工事高比)

増　　　減
前　　　　　期

構成比

3,966 (1.8%)

4,002 (1.8%)△1,221 (△1.1%)

    290  (0.3%)

2,148 (1.9%)  927 (0.8%)

1,280 (1.7%)   989 (1.4%)

前　中　間　期当　中　間　期
自平17.4. 1
至平18.3.31構成比

自平18.4. 1
至平18.9.30 構成比

自平17.4. 1
至平17.9.30
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